80　議員８０
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　976,457円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	府政政策要望等活動費
	183,620
	駐車代

	府政政策要望等活動費
	176,330
	タクシー代

	府政政策要望等活動費
	251,684
	電車チケット

	府政政策要望等活動費
	72,080
	高速料金

	府政政策要望等活動費
	281,244
	ガソリン代

	府市協議会
	15,000
	

	政務調査　東京視察
	184,800
	新幹線切符

	府政情報交換会
	195,764
	

	府政政策要望等活動費
	4,800
	高速料金チケット

	府政政策要望等活動費
	64,260
	ETC使用料

	府政政策要望等活動費
	35,865
	

	政務調査　東京視察
	11,010
	ホテル


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ガソリン代281,244円は詳細不明であり、1/2を超える140,622円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　駐車代等の交通費752,774円は詳細不明であり、本件基準により120,000円を超える632,774円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　新幹線切符、東京宿泊、府市協議会はいずれも適正な支出と認められる。

　　　ﾆ.　府政情報交換会のうち1人5,000円を超える6,320円は目的外支出であり、その余は適正な支出と認められる。

　　　ﾎ.　以上により779,716円が目的外支出であるが、使途内容の合計額が収支報告書の976,457円を500,000円超えているため、それを引いた279,716円が目的外支出である。

　(2)　広報費　26,250円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	府政相談用
	26,250
	看板作成


ウ　調査結果

　　　　看板は、政務調査のために通常必要な経費とは認められず、26,250円が目的外支出である。

　(3)　事務所費　1,683,351円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	光熱費ガス
	35,828
	　

	光熱費低圧電気
	80,694
	　

	光熱費水道
	27,217
	　

	光熱費電気電灯
	10,957
	　

	PCリース代
	126,000
	　

	駐車場賃貸料来客用
	147,735
	　

	事務所借り上げ費
	1,200,000
	　

	政府政策要望等活動費
	10,027
	　

	通信費
	44,893
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　事務所は自宅と同一場所で、後援会が賃貸人として議員に賃貸し、賃料として月10万円を支払う体裁となっていて、契約書も作成されているが、提出された資料中には後援会代表が議員自身となっているものも複数枚あり、実体は自己所有建物を自分で使用しているのと同じであり、後援会があるとしながら、按分もしていないし、妻が後援会活動をしているというのであり、賃貸借契約の実態を認めるのは困難である。光熱水費の名義は詳細が明らかではないが、別途按分負担していることに照らし、運営費用の定額を認めることも困難である。従って、1,200,000円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　駐車場は2台おけるスペースがあるので按分し、1台分として73,867円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　活動費の中には自動車修理代、エンジンオイル代7,192円が含まれており、目的外支出である。

　　　ﾆ.　PCリース代は按分されていないが、後援会活動の実体が乏しいということであるので、適正と認める。

　　　ﾎ.　その他は適正と認める。

　(4)　事務費　1,572,612円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	コピーリース代
	150,577
	　

	通信費　NTT等
	616,540
	　

	府政相談等活動費
	325,810
	　

	情報収集
	239,007
	　

	事務所用消耗品
	35,953
	　

	事務用品等
	140,609
	　

	来客用菓子
	13,168
	　

	来客用ジュース
	9,132
	　

	事務所用備品
	7,359
	　

	来客用飲料
	3,549
	　

	事務所用花代
	6,000
	　

	事務所用備品　加湿器
	24,908
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　携帯電話代191,293円は1/4を超える143,469円及びバッテリー1,680円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　NTT電話代223,739円は自宅分と1/2に按分して111,869円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　自動車保険、修理費合計323,740円（その代金振込書中に議員が後援会代表者になっている後援会名義のものがある）は目的外支出である。

　　　ﾆ.　議会手帳17,500円は目的外支出である。

　　　ﾎ.　その他は概ね適正と認められる。

　(5)　人件費　960,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	政務調査活動
	960,000
	　


ウ　調査結果

　　　　1名、月80,000円で雇用しており、毎月の領収証もあり、適正と認める。

　(6)　小括

調査研究費のうち279,716円、広報費26,250円、事務所費のうち1,281,059円、事務費のうち598,258円の合計2,185,283円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　1,224,889円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	府政政策要望等活動費
	11,800
	高速代

	府政政策要望等活動費
	316,440
	タクシー代

	府政政策要望等活動費
	101,230
	駐車代

	府政政策要望等活動費
	192,687
	ETC利用代

	府政政策要望等活動費
	219,272
	ガソリン代

	府政政策要望等活動費
	24,650
	乗車券代

	府政情報交換会
	17,000
	祝賀会、フォーラム参加

	府政情報交換会
	5,000
	納税議員フォーラム

	府政情報交換会
	125,400
	

	府政政策要望等活動費
	8,690
	交通費

	府政政策要望等活動費
	24,350
	電車賃

	府政政策要望等活動費
	67,000
	自動車修理店

	府政政策要望等活動費
	23,370
	電車チケット代

	情報収集
	70,000
	議会手帳

	情報収集
	10,000
	赤十字互例会

	府政政策要望等活動費
	6,000
	スルットＫＡＮＳＡＩ

	情報収集
	2,000
	シニア関西参加


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ガソリン代219,272円は後援会がないものとして1/2を超える109,636円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　その他の交通費709,217円は詳細不明であり、120,000円を超える589,217円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　自動車修理店67,000円は車の修理代であり、目的外支出である。

　　　ﾆ.　府政情報交換会125,400円のうち1人5,000円を超える14,050円は目的外支出である。

　　　ﾎ.　議会手帳70,000円は目的外支出である。

　　　ﾍ.　その他は適正と認められる。

　(2)　広報費　377,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	情報交換
	350,000
	　

	情報収集
	27,000
	府政ノート


ウ　調査結果

　　　ｲ.　情報交換350,000円のうち1人5,000円を超える140,214円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　府政ノート27,000円は目的外支出である。

　(3)　事務所費　1,666,510円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	光熱費　低圧電力費
	68,953
	　

	光熱費　大阪ガス
	42,418
	　

	光熱費　水道代
	28,995
	　

	駐車場賃貸料　来客用
	253,365
	　

	事務所借り上げ費
	1,200,000
	　

	事務所用掃除機等
	72,779
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　事務所借上げ費1,200,000円は平成16年度同様目的外支出である。

　　　ﾛ.　駐車場賃貸料253,365円は按分し、126,682円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　その他は適正と認める。

　(4)　事務費　1,062,905円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費・NTT等
	724,603
	　

	事務用品・消耗品等
	224,094
	　

	備品
	24,818
	　

	コピーリース代
	89,912
	　


ウ　調査結果

　ｲ.　NTT497,599円は1/2を超える248,799円は目的外支出である。

　ﾛ.　名刺代1,200円、府政ノート27,000円、車修理費10,552円の合計38,752円は目的外支出である。

　ﾊ.　その他は適正と認められる。

　(5)　人件費　960,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	政務調査活動
	960,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様適正な支出である。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち849,903円、広報費のうち167,214円、事務所費のうち1,326,682円、事務費のうち287,551円の合計2,631,350円が目的外支出である。

81　議員８１
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　668,560円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	海外視察旅費　7/27
	450,000
	　ハワイ州軍事基地

	高速代
	100,000
	　

	タクシー代
	118,560
	　


ウ　調査結果

　　　　海外視察旅費450,000円は、同僚議員とのハワイ州視察の旅費であり、旅程表に照らし、目的外支出である。高速代100,000円及びタクシー代118,560円は、本件監査基準に照らし、合計120,000円の限度で適正と認めるが、その余の98,560円は目的外支出である。

　　　　したがって、合計548,560円が目的外支出である。

　(2)　広報費　476,422円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行　
	365,400
	　

	広報紙配布
	111,022
	　


　　ウ　調査結果

府政報告に関する「議員８１府議会議員ニュース」の発行及び配布費用で、いずれも、適正な支出であると認められる。

　(3)　事務所費　480,000円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料　
	420,000
	　

	光熱水費
	71,631
	　


　　ウ　調査結果

議員８１の事務所は、自己所有の物件であり、適正な支出とは認められない。光熱水費は1/2の按分計上となっており、この部分は適正と認められる。したがって、420,000円は目的外支出であるところ、収支報告書では480,000円であり、使途内容の合計額491,631円との差額11,631円を引いた408,369円が目的外支出である。

　(4)　事務費　1,860,000円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費
	304,598
	　

	リース料（事務機４点）
	180,000
	　

	消耗品及び事務用品
	231,655
	　

	燃料費
	269,027
	総額336,282円　

	自動車使用料
	874,720
	　


ウ　調査結果

　　　　事務所は、後援会事務所を兼ねているが、通信費及びリース料（事務機４点）は、1/2に按分となっており、適正と認められる。消耗品・事務用品費231,655円は、本件監査基準に照らし、120,000円を限度に適正と認めるが、その余の111,655円は目的外支出である。燃料費269,027円は、ガソリン代との説明であり、1/4の按分によるべきであり、84,071円は適正であるが、これを超過する部分184,956円は目的外支出である。自動車使用料874,720円は、自己所有の自動車であり、目的外支出である。

したがって、1,171,331円が目的外支出である。
　　　　
　(5)　人件費　1,920,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	960,000
	　

	事務員イ
	960,000
	　


ウ　調査結果

　　事務員２名分の人件費の計上であるところ、両名とも政務調査活動（１名は運転を含む）に従事している、後援会活動は子供らが行っており、別途年間約５０から６０万円の謝礼を支払っているとの説明があるが、事務員アは子供の妻、事務員イは第三者とのことであるので、イは1/2である480,000円、アは本件監査基準により1/4である240,000円を限度に適正と認めるが、その余の1,200,000円は目的外支出である。

(6) 小括

調査研究費のうち548,560円、事務所費のうち408,369円、事務費のうち1,171,331円及び人件費のうち1,200,000円の合計3,328,260円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　408,510円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	海外視察旅費　8/27
	217,000
	台湾

	高速代
	100,000
	　

	タクシー代
	118,560
	　


ウ　調査結果

　　　　海外視察旅費217,000円は、同僚議員との台湾視察費用であり、適正な支出と認める。高速代100,000円及びタクシー代118,560円は、本件監査基準に照らし、120,000円の限度で適正と認められるが、その余の98,560円は目的外支出であるところ、収支報告書では408,510円であり、使途内容の合計額435,560円との差額27,050円を引いた71,510円が目的外支出である。
　(2)　広報費　503,400円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行　３件
	503,400
	　


　　ウ　調査結果

府政報告に関する「議員８１府議会議員ニュース」の発行及び配布費用で、いずれも、適正な支出であると認められる。

　　

　(3)　事務所費　480,000円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料　
	420,000
	　

	光熱水費
	60,000
	　


　　ウ　調査結果

平成１６年同様、賃貸料420,000円は適正な支出とは認められない。光熱水費は1/2の按分計上となっており、この部分は適正と認められる。したがって、420,000円は目的外支出である。

　(4)　事務費　2,180,000円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費
	317,356
	総額634,712円　

	リース料（事務機４点）
	180,000
	総額360,000円

	消耗品及び事務用品
	214,300
	総額428,600円

	事務所改修費
	　189,000
	総額378,000円

	燃料費
	257,743
	総額322,179円

	自動車使用料
	840,000
	　セルシオ

	自動車使用料
	181,601
	　ワゴン


ウ　調査結果

　　　　通信費、リース料（事務機４点）及び事務所改修費は1/2に按分となっており、相当な支出と認められる。消耗品・事務用品費214,300円は、本件監査基準に照らし、120,000円を限度に適正と認めるが、その余の94,300円は目的外支出である。燃料費257,743円は、ガソリン代との説明であり、本件監査基準に照らし、平成１６年度同様、総額の1/4の按分によるべきであり、80,545円は適正であるが、これを超過する177,198円は目的外支出である。自動車使用料840,000円及び181,601円の合計1,021,601円は、いずれも、平成１６年度同様、目的外支出である。

したがって、1,293,099円が目的外支出である。
　(5)　人件費　1,800,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員　ア
	960,000
	　

	事務員　イ
	840,000
	　


ウ　調査結果

　　平成１６年度同様であり、事務員アの1/4である240,000円、事務員イの1/2である420,000円を限度に適正と認めるが、1,140,000円は目的外支出である。

(6)　小括

調査研究費のうち71,510円、事務所費のうち420,000円、事務費のうち1,293,099円及び人件費のうち1,140,000円の合計2,924,609円が目的外支出である。

82　議員８２
　平成１６年度

(1) 調査研究費　33,620円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査費
	33,620
	新大阪～東京、新幹線


ウ　調査結果

適正な支出と認める。

(2)　広報費　  411,100円　

ア　請求人の主張

　　　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	新聞発行　　印刷代
	268,152
	　

	新聞郵送代
	115,290
	　

	　　〃　　ガソリン
	27,658
	　


ウ　調査結果

ｲ.　広報用新聞を３ヶ月に１度作成しており、印刷代、郵便料金の領収証も提出されており、按分されていて適正な支出と認められる。

ﾛ.　ガソリン代27,658円は特定する資料はなく、1/4の6,915円を超える20,743円は目的外支出である。

　　　

(3)　事務所費　1,244,081円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	家賃(月80,000円）
	780,000
	　

	駐車場代(月13,000×12ヶ月)
	150,000
	　

	　　〃　　（一時預け）
	174,000
	　

	光熱水費
	140,081
	　


ウ　調査結果

ｲ.　事務所は月額80,000円で賃借しており、そのうち8/10に当る65,000円を計上しており、不適切とまでは言えない。

ﾛ.　駐車場は自己使用している150,000円は目的外支出である。

　来客用の一時預け分174,000円は実績に応じて支払われており、各月の領収証もあり、適正な支出と認められる。

ﾊ.　光熱水費140,081円は1/2に按分すべきであり、70,040円は目的外支出である。

　(4)　事務費　　928,405 円　

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容 

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	電話代　FAX代(自宅分)12ヵ月分半分
	172,440
	　

	電話代　FAX代(事務所)
	176,424
	　

	コピーリース代
	109,998
	　

	事務用品　事務関係（事務所費）
	469,543
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　自宅電話代、ＦＡＸ代は1/2に按分し、さらに後援会と按分しており、不適切とまでは言えない。

　　　ﾛ.　事務所電話代、ＦＡＸ代は、後援会と適当に按分されているが、事務所費の使い方をみると後援会が205,490円、政務調査分は95,510円と２対１の割合になっている。従って、事務所電話代、ＦＡＸ代もこの按分が相当であり、220,527円の1/3である73,509円を超える102,915円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　コピーリース代109,998円も適当に按分されているが、同様に122,220円の1/3である40,740円を超える69,258円は目的外支出である。

ﾆ.　ガソリン代156,723円は1/4を超える117,542円は目的外支出である。

ﾎ.　タクシー等交通費200,100円は120,000円を超える80,100円は目的外支出である。

ﾍ.　府政ノート5,400円は目的外支出である。

ﾄ.　会費67,200円は○○学園交友会や地元振興組合の会費等であり、目的外支出である。

ﾁ.　その他の支出は適正と認められる。

(5)　人件費　2,921,360円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	1,170,000
	　

	〃　イ
	1,700,000
	　

	〃　ウ
	51,360
	


ウ　調査結果

　　　　２名雇用しており、いずれも毎月の領収証が提出されており、後援会と按分されており、適正な支出と認められる。　　　

　

(6)　小括

　　　広報費のうち20,743円、事務所費のうち220,040円、事務費のうち442,415円の合計683,198円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　33,600円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査費
	33,600
	新大阪～東京、新幹線


ウ　調査結果

　　　　適正と認められる。

（２）広報費　341,900円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	新聞発行
	265,464
	17年度印刷代

	新聞郵送
	76,436
	　　〃　　郵送


ウ　調査結果

　　　　平成１６年度と同様適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,260,581円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	家賃(月80,000円）
	840,000
	　

	駐車場代
(月13,000×12ヶ月)
(一時預け)
	268,000
	　

	光熱水費
	152,581
	　


ウ　調査結果

ｲ.　帳簿によると、事務所費は812,000円の計上となっており、28,000円は目的外支出である。

ﾛ.　駐車場代は一時預り分103,500円を除く164,500円が目的外支出である。

ﾊ.　光熱水費152,581円は1/2で按分すべきであり、76,290円は目的外支出である。

　　　　　従って、合計268,790 円は目的外支出である。

　

(4)　事務費　832,800円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	電話代　FAX代　12ヵ月分　半分自宅
	150,656
	　

	電話代　FAX代　12ヵ月分　事務所
	137,600
	　

	コピーリース代
	109,998
	　

	事務用品等
	434,546
	　


ウ　調査結果

ｲ.　自宅電話代、FAX代を1/2計上し、これをさらに後援会と按分することは不合理とまでは言えない。

ﾛ.　事務所の電話代、ＦＡＸ代については平成１６年度と同様後援会と政務調査の比率は133,377円と108,262円であるから少なくとも1/2に按分すべきであり、171,998円の1/2である85,999円を超える51,601円は目的外支出である。

ﾊ.　コピーリース代109,998円は122,222円の9/10を計上しているが、1/2を超える48,887円は目的外支出である。

ﾆ.　自動車税33,250円は目的外支出である。

ﾎ.　ガソリン代102,955円は1/4である25,739円を超える77,216円は目的外支出である。

ﾍ.　VISAカードの利用代金144,695円は何の為に使われたか不明であり、全額目的外支出と認められる。

ﾄ.　振興組合の会費26,000円は後援会名義であり、目的外支出である。

ﾁ.　その他の支出は適正と認められる。

（5)　人件費　　　3,150,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容 

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	1,100,000
	　

	〃　イ
	2,050,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成１６年度と同様按分されていて毎月の領収証もあり、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　事務所費のうち268,790円、事務費のうち348,399円の合計617,189円が目的外支出である。

83　議員８３　

平成１６年度

　(1)　調査研究費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	


　(2)　広報費　673,890円

ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	レタックス
	8,430
	郵送料

	レッタクス、切手
	18,800
	郵送料

	府政報告・広報資料等
	546,660
	

	看板広告料
	100,000
	府政相談案内看板広告料


ウ　調査結果
　　　　看板広告料100,000円は、府政相談案内看板広告料であり、目的外支出である。レタックス8,430円は目的外支出である。レタックス・切手18,800円は、うち9,400円がレッタクス分と考え、同額を目的外支出とする。その余は適正と認める。

　　　　したがって、117,830円が目的外支出である。

　(3)　事務所費　226,830円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	パソコン周辺機・プリンター等
	210,395
	

	自動車整備費
	11,000
	総額21,735円

	事務所備品火災保険料
	5,435
	総額1,0870円（１年）


ウ　調査結果

パソコン周辺機・プリンター等210,395円は、適正に按分もされており、適正な支出と認める。自動車整備費11,000円及び事務所備品火災保険料5,435円は、使途基準に合致せず、目的外支出である。

したがって、合計16,435円が目的外支出である。
　(4)　事務費　1,549,042円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容　

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	コピーリース料等
	600,243
	

	ガソリン代
	158,728
	総額317,509円

	交通費
	113,764
	総額227,528円

	自動車購入負担金
	432,000
	総額561,816円

	自動車税
	22,500
	総額45,000円

	自動車整備費
	3,500
	総額7,000円

	自動車保険
	218,144
	総額255,100円


ウ　調査結果

議員８３は、収支報告書で、1,549,042円を報告しているが、上記使途内容は1,548,879円である。

コピーリース料等600,243円は、按分比を含め適正と認められる。

ガソリン代158,728円は、1/2で按分されており、適正である。交通費113,764円は、本件監査基準に照らし、適正と認める。

自動車購入負担金432,000円、自動車税22,500円、自動車整備費3,500円及び自動車保険218,144円は、目的外支出である。

　　　　　　したがって、上記の目的外支出額676,144円及び説明のなかった163円の合計676,307円が目的外支出である。

　(5)　人件費　2,660,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	2,660,000
	総額3,800,000円


ウ　調査結果

　　事務員は政務調査活動及び後援会活動に従事しているところであるところ、按分比に疑問はあるが、不適正とはいえないと考える。

(7) 小括

広報費のうち117,830円、事務所費のうち16,435円及び事務費のうち676,307円の合計810,572円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　38,400円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	資料購入
	38,400
	３件


ウ　調査結果

広報用の資料であり、疑問はあるが、不適正とまではいえない。

　　　　なお、収支報告書の調査旅費の記載は不適切である。

　

(2)　広報費　　835,755円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	府政報告資料郵送料等
	629,920
	

	レタックス
	6,335
	

	看板新調制作費
	199,500
	


ウ　調査結果

看板新調制作費199,500円は、使途基準に合致せず、目的外支出である。レタックス6,335円は目的外支出である。その余は適正と認める。

　　　　したがって、合計205,835円が目的外支出である。

　(3)　事務所費　　809,843円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	電気使用料
	60,343
	総額60,343円

	備品等
	291,990
	

	自動車修理費
	52,710
	総額52,710円

	ドア二重ロック錠一式
	13,000
	総額13,000円

	自動車修理費・オイル交換
	69,090
	総額69,090円

	事務所用電気自転車購入
	43,500
	総額87,000円

	事務所備品火災保険料
	15,610
	総額15,610円

	自動車税
	45,000
	総額45,000円

	自動車保険
	218,600
	総額218,600円１年


ウ　調査結果

備品等5,102円は、按分比を含め適正と認める。電気使用料60,343円は、1/2の按分によるべきであり、30,172円は適正と認めるが、30,171円は目的外支出である。

ドア二重ロック錠一式13,000円は、後援会事務所を兼ねており、1/2の按分によるべきであり、6,500円は適正と認めるが、その余の6,500円は目的外支出である。

自動車修理費52,710円、自動車修理費・オイル交換69,090円、自動車税45,000円及び自動車保険218,600円は、目的外支出である。事務所用電気自転車購入43,500円及び事務所備品火災保険料15,610円も同様に目的外支出である。

したがって、合計481,181円が目的外支出である。
　(4)　事務費　1,143,376円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	コピーリース料等
	550,378
	

	ガソリン代
	96,045
	総額192,090円

	交通費
	120,000
	

	自動車購入負担金
	376,953
	


ウ　調査結果

コピーリース料等550,378円は按分比を含め適正と認められる。ガソリン代96,045円は、1/2に按分されており、適正である。交通費は、本件監査基準に照らし、適正である。

自動車購入負担金376,953円は、目的外支出である。

　　　　　　したがって、376,953円が目的外支出である。

　(5)　人件費　2,302,260円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	1,285,940
	総額1,905,940円

	〃イ
	656,320
	総額1,116,320円

	〃ウ
	360,000
	総額600,000円


ウ　調査結果

　　支出は、帳簿及び領収証により認められるところ、いずれも、政務調査活動及び後援会活動兼任とのことであり、按分比に疑問はあるが、不適正とまではいえない。

(6) 小括

広報費のうち205,835円、事務所費のうち48１,181円及び事務費のうち376,953円 の合計1,063,969円が目的外支出である。

84　議員８４
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　871,296円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管内外調査旅費
	164,465
	タクシー利用料１０２回

	管内外調査旅費
	71,900
	有料道路２２回、ETC前払い

	管内外調査旅費
	154,565
	ガソリン代２７回

	管内外調査旅費
	83,700
	地下鉄回数など

	管内外調査旅費
	31,060
	駐車場代４２回

	研究会参加費
	14,880
	研究会参加費４回

	研究会講師料（8/3）
	13,150
	講師謝礼

	管外調査旅費（2/22）
	97,576
	欧州　不足分

	管外調査旅費(3/24)
	240,000
	中国視察（○○議連）


ウ　調査結果

　　　ｲ.　○○議連の中国視察240,000円は旅程表によると、親善が主な目的であると認められ、目的外支出である。

　　　ﾛ.　詳細不明の管内外調査旅費505,690円は、本件監査基準により120,000円を超える385,690円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　欧州不足分97,576円は適正な支出と認められる。

　　　ﾆ.　研究会参加費14,880円はいずれも適正な支出である。

　　　ﾎ.　講師料は領収証はないが、2～3月に１回研究会をしており、その講師の謝礼の一部であり、適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　1,034,483円

　ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費
	292,658
	折込料（22号～25号）

	広報紙発行経費
	764,945
	印刷代（　　　　〃　　）


ウ　調査結果

　　　　上記使途内容1,057,603円のうち収支報告書には1,034,483円を計上している。

広報紙「都島の○○だより」を年４回発行配布しており、２２号～２５号の印刷代、振込料として、適正な支出である。

(3)　事務所費　637,080円

　ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	911,520
	　

	雨漏り工事費
	44,100
	　

	光熱水費
	事務費に参入
	　


ウ　調査結果

　　　上記使途内容955,620円のうち収支報告書には637,084円を計上している。

ｲ.　事務所は１ヵ月126,600円で賃借しており、毎月の銀行振込書もあり、6/10で按分されていて、適正な支出である。

　　ﾛ.　契約書によると修繕費は賃借人の負担となっていることが認められるところ、雨漏り工事費まで負担する義務があるか、疑問はあるが、領収証もあり、按分されていて不適切とまでは言えない。

　(4)　事務費　973,855円

　　ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代・ファックス代１２ヶ月分）
	252,488
	　

	通信費（郵便代）
	88,332
	　

	インターネット接続料
	30,578
	　

	事務用品費
	97,267
	　

	交通費（講師お車代など）
	16,010
	　

	常備薬など
	149,125
	　

	光熱水費（事務費に計上分）
	18,527
	　

	水道光熱費（水道光熱費に計上分）
	137,353
	　

	扇風機購入
	1,668
	　

	デジタルカメラ購入
	22,680
	　

	テレビデオ購入
	10,680
	　

	ポット購入
	4,188
	　

	ストーブ購入
	12,588
	　

	棚購入
	18,900
	　

	その他
	253,960
	　


ウ　調査結果

　　　　上記使途内容1,114,344円のうち収支報告書には973,855円を計上している。

ｲ.　常備薬として248,541円を購入しており、6/10に按分して149,125円が計上されているが、目的外支出である。

ﾛ.　その他の中に計上されている（残業）食事代103,273円、送別会23,535円、節分の費用2,000円、新年の費用20,000円、車保険料59,090円、洗車代3,675円、名刺代、2,520円、商品券3,000円、議会手帳45,500円はいずれも6/10に当る157,555円が目的外支出である。

ﾊ.　その他は6/10に按分されていていずれも概ね適正な支出と認められる。

　　　ﾆ.　目的外支出は306,680円であるが、1,114,344円と973,855円の差額140,489円を充当した166,191円を目的外支出と認める。

　(5)　人件費　　2,078,183円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	2,538,000
	　

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	107,976
	　

	事務員（政務調査活動）
	3,000
	　

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	15,000
	　

	事務員（政務調査活動）
	10,080
	　

	事務員（政務調査活動）
	6,000
	　

	事務員（政務調査活動）
	12,000
	　


ウ　調査結果

　　　　上記使途内容2,692,056円のうち2,078,183円が収支報告書に計上されている。

　　　　常勤１名、非常勤1名、その他アルバイトで、いずれも6/10で按分されており、適正な支出と認められる。

　

(6)　小括

　調査研究費のうち625,690円、事務費のうち166,191円の合計791,881円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　811,503円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管内外調査旅費
	158,690
	タクシー利用料９６回

	管内外調査旅費
	156,500
	有料道路６回、ETC前払い

	管内外調査旅費
	151,789
	ガソリン代２８回

	管内外調査旅費
	65,500
	地下鉄回数など

	管内外調査旅費
	18,510
	駐車場代４２回

	研究会参加費
	36,200
	研究会参加費１回

	研究会講師料
	160,970
	調査委託講師謝礼４回

	書籍購入費
	16,944
	（資料購入費を錯誤で記帳）

	管外調査旅費（８／１８）
	46,400
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　詳細不明の旅費550,989円は本件監査基準により12万円を超える430,989円が目的外支出である。

　　　ﾛ.　研究会講師料160,970円 のうち、150,970円が調査委託料であるが、契約書、領収証の提出もなく、委託内容、業務実績も不明であるが、調査不十分な点も勘　案し、1/2の限度の75,485円を適正とし、その余は目的外支出と認める。

　　　　　講師謝礼10,000円は適正な支出と認められる。

ﾊ.　研究参加費も１回で36,200円と高額であり、詳細不明であるので、1/2を超える18,100円は目的外支出と認める。

ﾆ.　管外調査旅費は下関市内で中小企業の経営革新などについて調査したもので領収証もあり、適正な支出である。

ﾎ.　書籍購入費は詳細不明であるが、金額に照らし、不適切とまでは言えない。

　(2)　広報費　960,779 円

　　ア　請求人の主張

　　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費
	94,923
	ポスティング料

	広報紙発行経費
	581,344
	印刷代

	広報紙発行経費
	284,512
	折込代


ウ　調査結果

　　　　ポスティング料とあるが、領収証によると新聞折込料ではないかと認められ、平成16年度と同様全て適正な支出である。

　(3)　事務所費　699,416円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	911,430
	　

	光熱水費
	事務費に参入
	　


ウ　調査結果

　　　　上記使途内容911,430円のうち収支報告書には699,416円を計上している。

平成16年度と同様適正な支出である。

　(4)　事務費　916,003円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代・ファックス代１２ヶ月分）
	226,133
	　

	通信費（郵便代）
	35,661
	　

	インターネット接続料
	30,222
	　

	事務用品費
	95,821
	　

	交通費（講師お車代など）
	7,352
	　

	常備薬など
	121,521
	　

	光熱水費（事務費に計上分）
	31,368
	　

	水道光熱費（水道光熱費に計上分）
	115,037
	　

	調査研究費対象（錯誤で記帳５件）
	10,710
	　

	パソコンディスプレー購入
	11,880
	　

	ポット購入
	8,280
	　

	エアコン修理代
	16,528
	　

	イス購入
	6,000
	　

	棚購入
	7,080
	　

	プリンター購入
	6,180
	　

	事務所看板修理代
	34,650
	　

	エアコン修理代
	18,000
	　

	その他
	214,121
	　


ウ　調査結果

　　　　上記使途内容996,545円のうち収支報告書には916,003円を計上している。

ｲ.　薬代202,535円、酒代2,460円、食事代87,091円、節分費用1,750円、名刺代8,820円、新年費用20,000円、モラロジー4,000円、洗車代525円、車保険料49,870円、議会手帳代52,500円の合計429,551円の6/10に当たる257,730円が平成１６年度同様目的外支出である。

ﾛ.　その他は6/10に按分されており、金額に照らしても概ね適正と認められる。

ﾊ.　目的外支出257,730円から996,545円と916,003円の差額80,542円を控除した177,188円を目的外支出と認める。

　(5)　人件費　2,225,782円

　ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	2,532,000
	　

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	45,000
	　

	事務員（政務調査活動）
	52,680
	　

	事務員（政務調査活動）
	24,000
	　


ウ　調査結果

上記使途内容2,653,680円のうち収支報告書には2,225,782円を計上している。

平成１６年度と同様に適正な支出と認める。

　(6)　小括

　　　　調査研究費のうち、524,574円、事務費のうち177,188円の合計701,762円が目的外支出である。

85　議員８５　

平成１６年度

　(1)　調査研究費　73,390円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容　

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費等
	73,390
	


ウ　調査結果

　　　　管外調査旅費等はすべて適正と認められる。

　(2)　広報費　714,640円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費(1/26)
	120,750
	印刷代

	府政広報経費(11/30)
	81,000
	府政ノート代金

	〃（17/1/6・17/1/24）
	70,000
	議会手帳代金

	政策広報街頭費
	199,000
	週２回実施

	ドメイン管理費
	44,940
	年額

	府政・行政等の意見交換費
	198,950　　
	週２回実施


　　ウ　調査結果

広報紙発行経費(1/26・印刷代）120,750円は、内容等に照らし、適正な支出であると認められる。府政広報経費は、府政ノート代金81,000円、議会手帳代金70,000円であり、目的外支出である。ドメイン管理費44,940円は適切な支出と認められる。政策広報街頭費199,000円及び府政・行政等の意見交換費198,950円は概算計上であり、公明党府議団から別途補助金が支出されていると認められることに鑑み、いずれも1/2の限度で適正と認め,その余の198,975円は目的外支出と認める。

したがって、合計349,975円が目的外支出である。
　(3)　事務所費　755,024円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料・手数料等　
	627,764
	

	セコム費
	127,260
	


　　ウ　調査結果

賃貸料・手数料等は、すべて適正である。セコム費は目的外支出である。
(4)　事務費　1,889,960円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容　
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費
	662,109
	電話代（携帯含む）郵便代

	ガソリン代
	254,775
	　

	交通費
	151,160
	高速代・駐車代を含む　

	交通費（旅費）等 
	776,916
	東京都議会視察　

	文化研修費
	45,000
	


ウ　調査結果

通信費662,109円は、電話代（携帯含む）及び郵便代の合計であり、後援会事務所を兼ねていないとのことであるが、うち携帯電話料金（年合計152,323円）は、1/2の按分が必要であり、76,162円は適正であるが、76,161円は目的外支出である。

ガソリン代254,775円は、1/2の按分によるべきであり127,388円は適正であるが、127,387円は目的外支出である。交通費151,160円は、120,000円から調査研究費で認めた７3,390円を差引いた46,610円を超える104,550円は目的外支出である。

交通費（旅費・10/30）等は適正である。

文化研修費45,000円は関連性が認められず、目的外支出である。

したがって、合計353,098円が目的外支出である。

　(5)　人件費　1,977,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	1,977,000
	総額1,977,000円　


ウ　調査結果

　　全額計上であるが、後援会事務所を兼ねておらず、不適正とまでは言えない。

(8) 小括

広報費のうち349,975円、事務所費のうち127,260円、事務費のうち353,098円の合計830,333円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　38,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	自然環境生物保護調査
	38,000
	


ウ　調査結果

平成１６年度同様適正である。

　(2)　広報費　177,540円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ドメイン管理料等
	177,540
	


ウ　調査結果

いずれも、適正と認められる。

　(3)　事務所費　744,487円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料・手数料等　
	617,227
	

	セコム費
	127,260
	


ウ　調査結果

賃貸料・手数料等は、すべて適正と認められる。セコム費は目的外支出である。

　(4)　事務費　2,538,982円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費
	657,374
	電話代（携帯含む）郵便代

	郵便代等
	600,015
	

	交通費
	271,885
	高速代・駐車代を含む　

	府政広報費
	95,400
	

	携帯電話機代
	14,700
	

	文化研修
	10,800
	文化行政についての意見交換

	ガソリン代
	179,113
	

	車リース代
	709,695
	


ウ　調査結果

通信費657,374円は、電話代（携帯含む）及び郵便代の合計であり、後援会事務所を兼ねていないとのことであるが、うち携帯電話料金（年合計222,635円）は、1/2の按分が必要であり、111,318円は適正であるが、111,317円は目的外支出である。

郵便代等は、適正と認める。

府政広報費95,400円は、４枚の領収証によれば、１枚府政ノート・２枚が議会手帳で目的外支出であり、もう１枚は関連性が認められず、目的外支出である。

携帯電話機代14，700円は目的外支出である。

文化研修費10,800円は、文化行政についての意見交換会とのことであり、5,000円を限度に適正な支出と認めるが、その余の5,800円は目的外支出である。

ガソリン代179,113円は1/2を超える89,556円は目的外支出である。交通費271,885円は、本件監査基準に照らし、120,000円の限度で適正と認めるが、その余の151,885円は目的外支出である。

車リース代709,695円は1/2を超える 354,547円は目的外支出である。

したがって、合計823,206円が目的外支出である。

　(5)　人件費　1,968,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	1,968,000
	　


ウ　調査結果

　　平成１６年度同様、適正と認める。

(7) 小括

事務所費のうち127,260円、事務費のうち823,206円の合計950,466円が目的外支出である。

86　議員８６

　平成１６年度

　(1)　調査研究費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	0
	　


　(2)　広報費　660,682円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ホームページ維持管理
	78,000
	ホームページ維持管理

	　　〃
	630
	振込料

	広報紙発行
	114,286
	印刷代　

	　　〃
	288,315
	郵送料

	新聞購入
	8,000
	日々新聞　80円×100部

	　　〃
	70
	振込料

	府議団だより追加印刷
	170,961
	

	　　〃
	420
	振込料


ウ　調査結果

ｲ．　広報紙は年１回発行し、25,000円部を後援会全戸に郵送配布しており、記事の分量で3/4で按分しており、適正と認められる。

ﾛ．　日々新聞は議員の記事が掲載された新聞を100部購入し、配布したもので、不適切とは言えない。

ﾊ．　その他の費用はいずれも適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,709,896円

　ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料　130,000円×12ヶ月
	1,560,000
	　

	光熱水費
	149,896
	　


ウ　調査結果

　　　　Ａ，Ｂ２部屋を政務事務所と後援会事務所に分けて賃借しており、別契約、別支払いとなっている。その政務事務所分1ヶ月130,000円の賃料と光熱水費の支払いであり、契約書、領収証も提出されており、適切な支出と認められる。

　

(4)　事務費　　522,419円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	電話代
後援会事務所用別に有
	138,786
	　

	車輌維持　ガソリン代
	129,618
	　

	車輌維持　保険料及び自動車税
	136,833
	　

	車輌維持（事務員）
	18,105
	　

	事務用品　LA用インク購入
	18,900
	　

	事務用品購入　コピー用紙
	8,347
	　

	阪神高速回数券購入
	57,100
	　

	高速代
	12,900
	　

	事務用品　文具購入
	1,830
	　


ウ　調査結果

1． 　車両維持保険料及び自動車税136,833円及び事務員18,105円の154,938円は目的外支出である。

2． 　ガソリン代は2/3に按分されているが、総額194,520円の1/2である97,260円を超える32,358円は目的外支出である。

3． 　その他の支出は金額に照らし、いずれも適正と認められる。

　(5)　人件費　2,700,000円 

　ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	政務調査2,700,000円
後援会1,800,000円
	2,700,000
	　


ウ　調査結果

　　　　政務事務所から1ヶ月20万円～30万円が支払われており、各月の支払明細書も提出されており、適正な支出と認められる。

　

(6)　小括　

事務費のうち187,296円の支払いが目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　０円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	0
	　


　(2)　広報費　653,791円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報
	90,000
	ホームページ維持管理

	　　〃
	315
	振込料

	広報紙発行
	159,961
	印刷代　

	　　〃
	303,280
	郵送料

	広報
	90,000
	ホームページ管理費

	　　〃
	315
	振込料

	広報紙発行
	9,920
	郵送料


ウ　調査結果

　　　　いずれも平成１６年度と同様の支出であり、適正と認められる。

　(3)　事務所費　1,693,614円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料　130,000円×12ヶ月
	1,560,000
	　

	光熱水費
	133,614
	　


ウ　調査結果

　　　　平成１６年度と同様適正な支出である。
(4) 事務費　469,00１円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	電話代
	124,001
	　

	車輌保険料
	76,313
	　

	車輌維持　タイヤ入替
	102,000
	　

	ガソリン代
	133,354
	

	高速代
	33,333
	


ウ　調査結果

1． 平成１６年度と同様車両保険料76,313円、タイヤ入替102,000円の合計178,313円は目的外支出である。

2． ガソリン代133,354円は2/3に按分されているが、総額200,032円の1//2である100,016円を超える33,338円は目的外支出である。

ﾊ． その他は2/3で按分されており、金額に照らしても適正な支出と認められる。

　(5)　人件費　2,729,600円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	政務調査2,400,000円
後援会1,800,000円
	2,400,000
	　

	アルバイト　　１名
	329,600
	　


ウ　調査結果

　　　　事務員１名、アルバイト(時給800円)の人件費であり、いずれも毎月の支払明細書があり、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　事務費のうち、211,651円が目的外支出である。

87　議員８７
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　380,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容　

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	年間タクシー代等
	288,480
	

	調査・政策等
	91,520
	


ウ　調査結果

　　  年間タクシー代等288,480円は、本件監査基準に照らし、120,000円を限度に適正な支出と認めるが、その余の168,480円は目的外支出である。調査・政策等91,520円は適正な支出である。

　(2)　広報費　137,830円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行（6/3・12/2）
	135,100
	印刷代合計148,470円

	広報（4/10・10/13）
	2,730　　
	看板代合計4,200円


　　ウ　調査結果

広報紙発行（印刷代）合計135,１00円は、適正な支出であると認められる。広報（看板代）合計2,730円は、使途基準に合致せず、目的外支出である。

　(3)　事務所費　1,325,600円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料　
	606,560
	　総額720,000円

	○○会会費
	50,400
	　

	ガレージ代ア
	180,000
	　

	〃イ
	180,000
	　

	〃ウ
	160,000
	　

	水道代
	18,900
	　

	電気代
	108,100
	　

	ＮＨＫ
	16,140
	　

	町会費
	5,500
	　


　　ウ　調査結果

賃貸料は事務所の賃料であり、契約書等により年間７２万円の賃料が認められるところ、後援会事務所も兼ねており、按分比に疑問はあるが、不適正とまでは言えない。

　　　ガレージ代アは平成１６年７月からの契約で、月額２万円×９か月分の計上、同イは平成１４年からの契約（契約書未作成）で月額15,000円（年２回払い）の計上（金融機関のご利用明細により契約及び支払いの事実が確認できた）で、同ウは平成１４年６月から平成１６年８月ころまでの契約（24,000円×５か月）となっており、ウの契約と入れ替わりにアの契約が締結されているとのことで、概ね、２台分のガレージを賃借していたことが認められるところ、議員は、２台とも事務所専用で、府政相談に来られた方のために必要だったなどの説明であるが、後援会事務所を兼ねていることなどから、1/2の按分をすべきであり、230,000円は適正であるが、230,000円は目的外支出である。

　水道代・電気代・ＮＨＫ料金は、議員活動の比重を考え按分していないとの説明であったが、後援会事務所も兼ねており、1/2の按分が必要であり、71,570円は適正であるが、71,570円が目的外支出である。

○○会会費50,400円及び町会費5,500円の支出は目的外支出である。

　　　したがって、事務所費のうち合計908,130円が適正であり、その余が目的外支出であり、357,470円が目的外支出である。

　(4)　事務費　1,114,500円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容　
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	リース料
	434,700
	複合機

	通信費
	382,107
	　

	ＯＡ器機等
	194,300
	　

	ハガキ
	30,000
	　

	看板代
	97,650
	　


ウ　調査結果

平成１６年度収支報告書における事務所費は、1,114,500円となっているが、上記のとおり、1,138,757円の政務調査費を要した旨説明があった。

　　　　リース料434,700円は1/2の按分によるべきであり、217、350円は適正であるが、217,350円は目的外支出である。ＯＡ器機等 194,300円は適正な支出と認められる。通信費は、電話・ＦＡＸ料金であり、1/2の按分をすべきであり、191,054円は適正であるが、191,053円は目的外支出である。
　　　　したがって、事務費のうち合計408,403円が目的外支出であるが、収支報告額1,114,500円と使途内容の合計1,138,757円との差額24,257円差し引いた384,146円が目的外支出である。

　(5)　人件費　2,343,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	1,643,000
	総額3,172,500円

	事務員イ
	700,000
	総額1,400,000円　


ウ　調査結果

　　受取書等はないが、資料等により、勤務実態が認められ、概ね1/2の按分となっており、適正な支出と認められた。

(9) 小括

調査研究費のうち168,480円、広報費のうち2,730円、事務所費のうち357,470円、事務費のうち384,146円の合計912,826円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　498,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査研究　5/9
	7,000
	政務調査委員会

	調査研究　11/5
	10,000
	

	調査研究　12/5
	10,000
	意見交換会

	調査研究　18/1/27
	10,000
	意見交換会

	調査研究6/4
	20,000
	大阪再生を語る会

	海外調査等
	　249,100
	

	タクシー代
	131,810
	年間合計

	阪神高速
	28,700
	　

	交通カード
	28,890
	

	調査（駐車代）
	2,500
	　


ウ　調査結果

調査研究（政務調査委員会・5/9）　7,000円は、5,000円を限度で適正と認めるが、その余の2,000円は目的外支出である。調査研究（11/5）10,000円は5,000の限度で適正と認めるが、その余の5,000円は目的外支出である。調査研究（意見後見会・12/5）10,000円は、5,000円を限度に適正と認めるが、その余の5,000円は目的外支出である。調査研究（意見交換会・18/1/27）10,000円は、5000円を限度に適正と認めるが、その余の5,000円は目的外支出である。調査研究（大阪再生を語る会・6/4）20,000円は5,000円を限度に適正と認めるが、その余の15,000円は目的外支出である。海外調査等249,100円は、適正と認められる。

調査（駐車代）2,500円、タクシー代131,810円、阪神高速28,700円、交通カード28,890円の合計191,900円は、本件監査基準に照らし、120,000円を限度に適正な支出と認めるが、その余の71,900円は目的外支出である。

したがって、103,900円は目的外支出である。

　(2)　広報費　150,000円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行（5/2・5/30・11/30）
	147,270
	印刷代合計264,075円

	広報（4/13・10/12）
	2,730
	広報板合計4,200円


ウ　調査結果

広報紙発行（5/2・5/30・11/30、印刷代）合計147,270円は、内容等に照らし、適正な支出であると認められる。広報（4/13・10/12、広報板）合計2,730円は、本件基準に合致せず、目的外支出である。

　(3)　事務所費　1,225,000円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料　
	594,000
	　総額720,000円

	○○会会費
	50,400
	　

	ガレージ代アイ
	420,000
	　２台分

	水道代
	18,900
	　

	電気代
	116,200
	　

	町会費
	5,500
	　

	事務所修理　10/31
	20,000
	　


ウ　調査結果

平成１７年度収支報告書における事務所費は、1,225,000円となっており、今回の議員８７の説明と符合しているところ、平成１６年度同様、賃貸料は事務所の賃料であり、後援会事務所も兼ねており、按分比に疑問はあるが、不適正とまでは言えない。

　　　ガレージ代合計は、420,000円は1/2の按分をすべきであり、210,000円は適正であるが、その余の210,000円は目的外支出である。水道代18,900円・電気代116,200円も同様であり、67,550円は適正であるが、その余の67,550円が目的外支出である。

○○会会費50,400円及び町会費5,500円は、平成１６年同様、目的外支出である。

　　　事務所修理20,000円は事務所の修理であり、適正と認める。

　　　したがって、事務所費のうち合計891,550円が適正であり、その余の333,450円が目的外支出である。

　(4)　事務費　1,204,500円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	リース料
	434,700
	複写機

	通信費
	319,700
	　

	ＯＡ用品等
	242,905
	　

	車修理（10/3・12/28）
	69,195
	

	年間事務用品支出
	138,000
	総額172,502円


ウ　調査結果

　　　　リース料434,700円は1/2の按分によるべきであり、217,350円は適正であるが、217,350円は目的外支出である。ＯＡ用品等 242,905円は、適正な支出と認められる。通信費は、電話・ＦＡＸ料金であり、1/2の按分をすべきであり、159,850円は適正であるが、その余の159,850円は目的外支出である。車修理（10/3・12/28）69,195円は、目的外支出である。事務用品（年間支出）138,000円は、本件監査基準に照らし、120,000円の範囲で適正と認めるが、その余の18,000円は目的外支出である。

　　　　したがって、事務費のうち464,395円が目的外支出である。

　(5)　人件費　2,260,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	960,000
	　

	事務員
	840,000
	　

	その他
	460,000
	


ウ　調査結果

　　平成１６年度同様、受取書等はないが、資料等により、勤務実態が認められ、按分比に疑問はあるが、不適正な支出とまでは言えない。

（6） 小括

調査研究費のうち103,900円、広報費のうち2,730円、事務所費のうち333,450円事務費のうち464,395円の合計904,475円が目的外支出である。

88　議員８８
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　149,934円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	旅費(タクシー・高速・スルッとKANSAI・駐車場)(31件)
	48,470
	

	ガソリン代
	5,764
	

	会費等(6件)
	86,000
	

	研究用A1台紙(20枚)
	9,700
	


ウ　調査結果

　　　　旅費のタクシー等は、明細が付されておらず詳細が不明であるため、本件監査基準に照らし、すべての費目を通じて年間12万円の限度で適正と認め、これを超えるものは目的外支出である。よって、48,470円は全額適正な支出と認める。ガソリン代は本件監査基準に照らし1/4を適正な支出と認め、これを超える4,323円を目的外支出と認める。会費等86,000円は調査研究の使途基準に合致せず目的外支出と認められる。研究用台紙は会議で説明のため使用した模造紙のことであり、適正な支出である。

　(2)　広報費　347,271円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	名刺印刷代5/30
	117,600
	　

	封筒印刷代6/30、10/30
	160,650
	

	大阪日日新聞代
	8,000
	

	プリンターインク代12/18
	7,761
	

	測量士打合せ3/14
	36,630
	

	自治会打合せ3/16
	16,630
	


ウ　調査結果

　　　　名刺印刷代117,600円は、本件監査基準に照らし目的外支出と認められる。大阪日日新聞代は、議員が議会で行った一般質問の内容が載っているものを後援者等に配布したもので、広報費として不合理とまではいえない。測量士打合せ36,630円は、懇意にしている測量士と料理屋で、ETCの質問をした際の報告会を開催した費用とのことであるが、広報費と言えず、目的外支出と認められる。自治会打合せ16,630円は、自治会の活動報告書作成を打合せしたときの費用であり、議員が連合自治会の顧問をしていることから参加しているもので、政務調査のための広報費とは関係がなく全額目的外支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,481,062円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	駐車場賃料(年間)
	429,024
	                       

	タクシー・高速・スルッとKANSAI・駐車場)(年間)
	432,510
	

	ガソリン代　
	259,803
	

	事務所メンバー自治会交流食費6/5、9/3、12/4
	50,400
	

	食事代6/2、6/12、6/20
	8,566
	

	来客用食事代7/27、11/22、12/12、3/2
	29,863
	

	その他
	270,896
	


ウ　調査結果

　　　　事務所は自己所有で、後援会事務所とは兼ねていない。駐車場は来客用を兼ねておらず100％議員が使用しており、駐車場代429,024円は適正な支出と認められない。

駐車場代以外の支出は、計上すべき費目を誤っており、事務費に計上すべきであるが、そのことのみで目的外支出とはせず、支出の内容自体を調査して判断した。

まず、タクシー等合計432,510円であるが、いつ、どこへ、何の目的で行った際のものか詳細が不明であり、本件監査基準に照らし、すべての費目を通じて年間12万円までを適正と認める。よって、120,000円から調査研究費で認めた48,470円を差し引いた71,530円を超える360,980円は目的外支出である。ガソリン代は本件監査基準に照らし1/4を適正と認めこれを超える194,852円を目的外支出と認める。事務所メンバー自治会交流食費50,400円は、連合自治会顧問としていずれも自治会メンバーと、地元自治会の問題につき話し合ったもので、政務調査との関連が認められない。また、食事代8,566円及び来客用食事代29,863円についても、政務調査との関連につき説明がなされておらず、いずれも目的外支出である。さらに、その他のうち、バッテリー修理代(4/26)10,884円、名刺校正・印刷(4/30)91,350円、車整備代(6/14)10,525円、車修理代(12/27)30,000円、事務所花(12/31)7,000円、事務所薬(3/31)1,344円は、目的外支出である。

　(4)　事務費　2,152,021円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費(電話代)(年間)
	182,132
	

	通信費(携帯電話代)(年間)
	256,005
	

	リース料(コピー機)(年間)
	340,200   
	

	リース料(車)(年間)
	969,150
	

	リース料(パソコン)(1ケ月分)
	22,826
	

	その他事務用品等(年間)
	381,708
	


ウ　調査結果

　　　　電話代は事務所の固定電話代であり、後援会事務所を兼ねていないため全額適正と認める。携帯電話代は按分が必要であり、4分の1を超えた192,003円目的外支出である。リース料(車)は、本件監査基準に照らして1/2を超える484,575円を目的外支出と認める。その他事務用品等のうち、会費(7/22)、(1/26)合計293,600円は目的外支出である。

　(5)　人件費　720,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費(年間)
	720,000
	　


ウ　調査結果

　　事務職員は1人で、月6万円の定額である。後援会事務所を兼ねていないことを考慮し、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、90,323円、広報費のうち、170,860円、事務所費のうち、1,224,788円、事務費のうち、970,178円の合計2,456,149円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　494,513円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	旅費(タクシー・高速・スルッとKANSAI・駐車場)(46件)
	85,530
	

	ガソリン代
	89,568
	

	会費(2件)
	303,600
	

	食博入場券
	5,400
	

	プリント代
	1,815
	

	チケット代
	8,600
	


ウ　調査結果

　　　　旅費については詳細不明であり、本件監査基準に照らし、年間12万円を限度に適正とする。よって、85,530円全額を適正な支出とする。ガソリン代は本件監査基準に照らし1/4を超える67,176円を目的外支出と認める。会費303,600円は目的外支出と認められる。その他は適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　174,874円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	タクシー・高速・スルッとKANSAI・駐車場)(年間)
	43,030
	　


	ガソリン代　
	46,934
	

	航空券往復8/1
	20,800
	

	府政ノート代
	10,800
	

	議会手帳代12/21
	17,500
	

	自治会広報誌打合会3/30
	18,980
	

	送料他
	16,830
	


ウ　調査結果

　　　　タクシー等43,030円は、120,000円から調査研究費で認めた85,530円を差し引いた34,470円を超える8,560円は目的外支出である。120,000円との差額はない。ガソリン代は1/4を超えた35,200円が目的外支出である。航空券往復は貸金業規制に関して、党本部の専門家と検討するため上京した際の交通費であり、適正と認められる。府政ノート10,800円及び議会手帳17,500円は後援会員に配布するため購入したもので、本件監査基準に照らし目的外支出と認められる。自治会広報誌打合せ会18,980円は自治会の広報誌発行のための打ち合わせ会であり、政務調査のための広報費とは関係がなく全額目的外支出と認められる。送料他16,830円は適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,764,068円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	駐車場賃料(年間)
	465,354
	                       

	タクシー・高速・スルッとKANSAI・駐車場)(年間)
	69,700
	

	ガソリン代　
	65,996
	

	リース料(車)(年間)
	894,600
	

	事務所薬代
	5,489
	

	自治会体育振興会懇親
	9,500
	

	研修
	22,000
	

	車整備代(2件)
	49,000
	

	その他
	182,429
	


ウ　調査結果

　　　　事務所の形態は平成16年度と変わっていない。駐車場代は前年度と使用形態が変わっておらず目的外支出である。

本年度も駐車場代以外、項目を誤っており、事務費に計上すべきであるが、そのことのみで不適正な支出とはせず、支出の内容自体を調査して判断した。

タクシー等合計69,700円は年間12万円の枠を超えており、全額目的外支出である。ガソリン代は1/4を超えた49,497円が目的外支出である。リース料(車)は、本件監査基準に照らし1/2を超えた447,300円が目的外支出である。事務所薬代5,489円、振興会更新9,500円、研修22,000円、車整備代49,000円は、目的外支出と認められる。

　(4)　事務費　1,739,190円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費(電話代)(年間)
	181,564
	

	通信費(携帯電話代)(年間)
	246,345
	

	リース料(コピー機)(年間)
	340,200   
	

	リース料(パソコン)(年間)
	136,956
	

	事務所自治会懇談7/22
	18,000
	

	事務所関係打合せ会食事代7/31
	24,000
	

	自治会研修
	7,400
	

	その他
	784,725
	


ウ　調査結果

　　　　携帯電話代につき按分が必要であり、本件監査基準に照らし1/4を超える184,758円を目的外支出と認める。事務所自治会懇談18,000円及び事務所関係打合せ会食事代24,000円、自治会研修7,400円は目的外支出である。

　(5)　人件費　900,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費(年間)
	900,000
	　


ウ　調査結果

　　事務職員は1人で、前年度から昇給し、月7万5千円の定額である。後援会事務所を兼ねていないことを考慮し適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、370,776円、広報費のうち、91,040円、事務所費のうち、1,117,840円、事務費のうち、234,158円の合計1,813,814円が目的外支出である。

89　議員８９
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	0
	　


　(2)　広報費　0円
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	0
	　


　(3)　事務所費　1,583,423円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	光熱水費
	1,583,423
	　


ウ　調査結果

　　　　自己所有の2階建て建物の1階玄関の横を事務所とし、後援会事務所も兼用している。電気、ガス、灯油、水道代は1個のメーターで検針されており、これらを全て光熱水費として計上しており、按分されていない。本件基準により、その1/4を超える1,187,567円は目的外支出である。

　(4)　事務費　925,522円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代等１２ヶ月分）
	688,400
	　

	事務用費購入代
	29,295
	　

	郵送代
	12,800
	　

	備品（机）購入代
	31,027
	　

	備品（衝立）購入代
	31,500
	　

	備品（パソコン）購入代
	125,000
	　

	事務所ストーブ修理代
	7,500
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　通信費は按分されておらず、本件基準により1/4を超える516,300円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　備品のうち机は按分されておらず、1/2を超える15,513円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　その余の支出は全て適正と認められる。

　(5)　人件費　1,920,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動）
	1,920,000
	　


ウ　調査結果

　　　　第三者の事務員1名から1年分の領収証が提出されているが、後援会活動と按分し、1/2を超える96万円は目的外支出である。

　(6)　小括

　　　事務所費のうち1,187,567円、事務費のうち531,813円、人件費のうち960,000円の合計2,679,380円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	0
	　


　(2)　広報費　0円
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	0
	　


　(3)　事務所費　1,653,792円
ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	光熱水費
	1,653,792
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様1/4を超える1,240,344円は目的外支出である。

　(4)　事務費　947,327円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代等１２ヶ月分）
	737,117
	　

	事務用費購入代
	55,455
	　

	郵送代
	120,255
	　

	事務所ストーブ修理代
	6,000
	　

	事務所電気修理代
	28,500
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　平成16年度と同様、通信費のうち1/4を超える552,837円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　その他の支出はいずれも適正と認められる。

　(5)　人件費　1,920,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動）
	1,920,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様、1/2を超える96万円は目的外支出である。

　(6)　小括

　　　事務所費のうち、1,240,344円、事務費のうち552,837円、人件費のうち960,000円の合計2,753,181円が目的外支出である。

